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静岡県トンネル定期点検業務積算資料 
 
 

第１章 適用範囲 

この積算資料は、「静岡県道路トンネル点検要領（平成 27 年４月 静岡県交通基盤部道路局道

路保全課）」（以下、「点検要領」という）に基づき実施する静岡県管理の道路トンネルの定期

点検（以下、「点検」という）について、道路管理者が点検業務を建設コンサルタント等に発注

する場合の業務委託に適用する。 
 
 
 
 
 
 

第２章 業務委託料 

１．業務委託料の構成 
   

 

報告書等作成 
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２．業務委託料構成費目の内容 

 イ．直接原価 

（イ）直接人件費 

直接人件費は、業務処理に従事する技術者の人件費とする。 

（ロ）直接経費 

直接経費は、業務処理に必要な経費のうち次のａからｄまでに掲げるものとする。 

    ａ 機械経費 

機械経費は、トンネル点検車及び投光車の機械運転経費について計上する。また、点検に

おいて調査を実施する場合は必要な計測機器の経費等を計上するものとし、その他の機械が

必要である場合は、別途、費用を計上するものとする。 

ｂ 安全費 

安全費は、安全管理を目的とし、トンネル点検にあたり保安施設、交通誘導員を配置し、 現

場の安全確保に努める費用を計上するものとする。 

（ａ）保安施設 

「道路工事作業場における道路標識、標示施設及び防護施設等の設置要領（平成 19 年 4

月 静岡県）」によるもとし、点検区間長、交通量、交通状況、その他現地の状況等を勘

案した保安施設の費用を計上するものとする。 

（ｂ）交通誘導員  

点検調査等の交通障害を防ぎ、現場の安全確保のため、交通誘導員の費用を計上するも

のとする。  

ｃ 仮設費 

仮設費は、トンネル点検においてはトンネル点検車や監査路を用いることを標準とするが、

その他の仮設備が必要である場合は、別途、費用を計上するものとする。 

ｄ 旅費交通費 

旅費交通費は、点検現場に赴く技術者の交通費等を計上するものとする。  

これ以外の経費は、間接原価（その他原価）に含まれるものとする。 

ロ．間接原価（その他原価） 

間接原価（その他原価）は、「設計業務等標準積算基準書（国土交通省大臣官房技術調査課監修）」

の「設計業務等積算基準」による。 

 

ハ．一般管理費等 

一般管理費等は、「設計業務等標準積算基準書（国土交通省大臣官房技術調査課監修）」の「設計

業務等積算基準」による。 

 

 

第３章 業務委託料の積算 

「設計業務等標準積算基準書（国土交通省大臣官房技術調査課監修）」の「設計業務等積算基準」

に準じる。 
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第４章 業務内容 

（１）計画準備 

点検に必要な資料の収集・出力、業務計画書及び点検実施計画書の作成、現地踏査、及び関係機

関との協議資料作成等を行う｡ 

１）計画準備 

貸与された資料（トンネル台帳、過去の点検記録等）及び現地踏査結果より業務計画書及び点

検実施計画書の作成を行う。 

２）資料収集整理 

業務計画書及び、詳細なトンネル毎の点検計画となる点検実施計画書等の作成に必要な関連

資料等の収集を行う｡ 

３）現地踏査 

点検に先立って現地踏査を行い、トンネルの変状（劣化・損傷等）程度を把握するほか、ト

ンネルの立地環境、交通状況、交通規制の要否、点検作業の方法等について現場の状況を調査し

て記録（写真撮影含む）する。 

 ４）関係機関協議 

点検において必要な関係機関（交通管理者等）との協議用資料、説明用資料の作成を行う｡ 

 

（２）定期点検 

点検は、トンネル全延長について、トンネル本体工（覆工、坑門、内装板、天井板、路面、路肩、

排水施設及び補修・補強材）の変状を近接目視により観察する。その際「点検要領」の 2.3.3 点検

方法（解説）（３）に示す打音検査を併用することを基本とする。 

利用者被害の可能性のある覆工や坑門のうき・はく離等については、応急措置としてハンマー等

を用いてそれらをできる限り叩き落とす。 

トンネル内附属物については、近接目視やハンマー等による打音検査、触診により、附属物の取

付状態や取付金具類等の異常を確認する。 

利用者被害の可能性のある附属物の取付状態の改善を行うなどの応急措置を講じる（ボルトの締

直し、番線による固定等）。 

 

（３）調査 

健全度ランクの判定にあたり、変状原因を特定するなどの調査が必要な場合は、ひび割れ進行性

調査、漏水調査、覆工背面空洞調査・解析、簡易ボーリング調査、内視鏡観察等を実施する。 

 

（４）診断 

健全度ランクの判定（5段階判定）は、点検又は調査により把握されたトンネル本体工の変状毎

に行い、その判定結果に基づいて、健全性の診断（4段階判定）を行う。 

健全度ランクの判定及び健全性の診断は、変状区分を外力、材質劣化、漏水に分類し、外力に起

因する変状は覆工スパン単位に、材質劣化又は漏水に起因する変状は変状単位に判定、診断を行う。

また、応急対策及び本対策の必要性及びその緊急性の判定を行う。 

健全性の診断は、変状単位（外力に起因する変状は覆工スパン単位）に実施する「変状等の健全

性の診断」を行った上で、覆工スパン毎及びトンネル毎の構造物単位で実施する「トンネル毎の健

全性の診断」を行う。 

また、附属物の取付状態や取付金具類等の異常の有無について判定を行う。 
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（５）報告書等作成 

１）点検表の作成 

点検・調査結果や診断結果、トンネル台帳の情報等を整理し、「点検要領」に定める以下のト

ンネル台帳（様式 1-1a～様式 1-5）や点検調書等（様式 2-1a～様式 6）を作成する。なお、入

力様式は発注者が貸与する。 

また、トンネル台帳は、補修履歴等の情報が更新された場合は、その都度当該項目の修正を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）報告書作成 

本業務において作成した資料を整理するほか、変状の特徴と変状発生機構の考察等のとりまと

めを行う。 

また、点検等の結果に基づいて、必要な措置（応急対策や本対策等）を提案するとともに、変

状原因や進行性の推定及び対策工設計のため、調査が必要と判断される場合は調査計画を提案す

る。 

 

（６）打合せ協議 

打合せは、業務着手時、各作業の中で主要な区切りの時点及び成果品納入時に行う。 

１）業務着手時 

業務計画書等をもとに、調査方法、内容等の打合せを行うとともに、トンネル点検に必要な 

資料等の貸与を行う。 

２）中間打合せ 

現地踏査終了時あるいは現地での点検終了時等の区切りにおいて、中間打合わせを１回行うこ

とを標準とする。中間打合わせが２回以上必要な場合は、その回数について計上する。 

３）成果品納入時 

成果品のとりまとめが完了した時点で打合せを行うものとする。  

区分 様式 名称 

トンネル

台帳 

様式 1-1a トンネル基本情報シート(トンネル諸元） 

様式 1-1b トンネル基本情報シート(付属施設諸元) 

様式 1-2 トンネル情報一覧表 

様式 1-3 坑口写真・標準断面図 

様式 1-4 地形地質情報シート 

様式 1-5 補修履歴シート 

点検 

調書 

様式 2-1a トンネル本体工点検結果総括表（1/2） 

様式 2-1b トンネル本体工点検結果総括表（2/2） 

様式 2-2 トンネル本体工覆工スパン別点検記録表 

様式 2-3 トンネル内附属物点検記録表 

様式 3 トンネル全体変状展開図 

様式 4 トンネル変状・異常箇所写真位置図 

様式 5-1 変状写真台帳（トンネル本体工） 

様式 5-2 異常写真台帳（トンネル内附属物） 

共通 様式 6 LCC 計算用データシート 
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第５章 直接原価 

１．直接人件費 

（１）計画準備 

（１０トンネル当り） 
 

項目 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 

計画準備  3.0 － 9.0 6.0 3.0 

資料収集整理 － － 5.0 5.0 5.0 

現地踏査 － － 5.0 5.0 5.0 

関係機関協議  2.0 － 5.0 3.0 2.0 

（注）１．現地踏査や関係機関協議については外業の移動時間を含む。

 

 

（２）定期点検 
 

（点検面積（覆工部、坑門面壁部）10,000 ㎡当り） 
 

項目 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 

 
 
 
点検 ひび割れ

密度 

（ｍ／㎡) 

0≦C≦0.1 － － 5.0 5.0 7.0 

0.1＜C≦0.2 － － 7.5 7.5 10.5 

0.2＜C≦0.3 － － 10.0 10.0 14.0 

0.3＜C≦0.4 － － 12.5 12.5 17.5 

0.4＜C － － 15.0 15.0 21.0 

（注）１．うき・はく離箇所のハンマーによる撤去、取付金具類等のボルトの増し締め、がたつきのある照明灯具

の番線固定等の点検作業時に実施する応急的な措置を含む。 

2．附属物の取付金具や、アンカー、路面等の点検を含む。 

3．点検にあたっては、ひび割れ密度を設定して、当初においてひび割れ密度が不明の場合は、0.1＜C≦0.2

（ｍ/ｍ2）を初期設定とし、点検後、実態と相違がある場合は、監督員と協議の上、設計変更の対象とす

る。なお、ひび割れ密度の計算方法は、以下のとおりとする。 

【ひび割れ密度計算例】 

ひび割れ密度（ｍ/ｍ2）＝Ｌ／α 

Ｌ：近接目視点検箇所における幅0.3mm以上のひび割れの総延長 

α：近接目視点検面積（覆工部、坑門面壁部） 
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（３）調査 

ひび割れ調査及び漏水調査は、「道路トンネル定期点検業務積算資料（暫定版）(平成２６年

８月 国土交通省道路局)」の「Ⅴ.直接原価 １．直接人件費 （３）調査」に準じる。 

 

 

（覆工面積 10,000 ㎡当り） 
 

項目 地質調査技師 主任地質調査員 地質調査員 

覆工背面空洞調査 2.0 4.0 2.0 

 

 

（覆工面積 10,000 ㎡当り） 
 

項目 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 

覆工背面空洞解析 － 2.5 5.0 2.5 － 

（注）１．覆工背面空洞調査・解析は、電磁波法（地中レーダ）による覆工巻厚、背面空洞の有無や規模の調

査・解析を行う。地中レーダ探査の測線は、トンネル縦断方向に 3 測線（天端に 1 測線、両肩部に 2 測

線）を標準とする。なお、覆工コンクリートなどのごく一部を破壊し、採取したコアによる物性や劣

化状況を調査するとともに削孔時のボーリング孔を利用して覆工コンクリートや背面空洞の有無、背

面地山の状況を観察・把握する調査は別途計上する。 

２．覆工背面空洞調査に必要な計測機器の経費等については「機械経費」の項で計上する。 

 

（１０箇所当り） 

項目 地質調査技師 主任地質調査員 地質調査員 

簡易ボーリング調査（φ32mm） 2.5  2.5  2.5 

（注）１．地中レーダ探査結果に基づき、覆工にボーリング孔を設け、覆工巻厚、背面空洞を調査する。

なお、調査後のボーリング孔の充填及び覆工表面の当て板固定を含む。 

２．簡易ボーリング調査に必要な機器の経費等については「機械経費」の項で計上する。 

 

（１０箇所当り） 

項目 地質調査技師 主任地質調査員 地質調査員 

内視鏡観察 1.0  1.0  1.0 

（注）１．簡易ボーリング調査で削孔したボーリング孔内にファイバースコープ等を挿入し、覆工背面の

空洞及び背面地山の状況を把握するとともに CCDカメラ等を用いて画像の撮影を行うものとす

る。 

２．内視鏡観察に必要な機器の経費等については「機械経費」の項で計上する。 
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（４）診断 
 

                         （１０トンネル当り） 

項目 地質調査技師 主任地質調査員 地質調査員 

診断 5.0 10.0 10.0 

（注）１．点検又は調査により、トンネル本体工の変状毎に健全度ランクの判定（5段階判定）を行い、その判定

結果に基づいて、健全性の診断（4段階判定）を行う。 

２．健全度ランクの判定及び健全性の診断は、変状区分を外力、材質劣化、漏水に分類し、外力に起因する

変状は覆工スパン単位に、材質劣化又は漏水に起因する変状は変状単位に判定、診断を行う。また、応

急対策及び本対策の必要性及びその緊急性の判定を行う。 

３．健全性の診断は、変状単位（外力に起因する変状は覆工スパン単位）に実施する「変状等の健全性の診

断」を行った上で、覆工スパン毎及びトンネル毎の構造物単位で実施する「トンネル毎の健全性の診断」

を行う。 

４．附属物の取付状態や取付金具類等の異常の有無の判定を含む。 

 

 

（５）報告書等作成 

（１０トンネル当り） 

項目 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 

点検表の作成 － － 9.8 23.6 56.2 

報告書作成 2.0 － 9.0 9.0 9.0 

（注）１．点検・調査結果や診断結果、トンネル台帳の情報等を整理し、「点検要領」に定めるトンネル台帳及び

点検調書を作成する。トンネル台帳の補修履歴等の情報が更新された場合の修正作業も含む。 

２．点検等の結果に基づく必要な措置（応急対策や本対策等）の提案、調査が必要と判断された場合の調査

計画の提案を含む。  

 

 

（６）打合せ協議 

（１業務当り） 

項目 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 

業務着手時   0.5 0.5 0.5   

中間打合せ 1 回当り 0.5 0.5 0.5   

成果品納入時   0.5 0.5 0.5   

（注）１．中間打合せは、１業務当たり１回を標準とし、業務内容を勘案して追加することができる。 
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２．直接経費 

（１）機械経費  

１）調査における計測機器の経費等 

ひび割れ調査及び漏水調査は、「道路トンネル定期点検業務積算資料（暫定版）(平成２６

年８月 国土交通省道路局)」の「Ⅴ.直接原価 ２．直接経費 １）調査における計測機器の

経費等」に準じる。 

 

（覆工面積 10,000 ㎡当り） 

項目 地質調査技師 主任地質調査員 地質調査員 

覆工背面空洞調査 1.4 2.8 1.4 

（注）１．調査に必要な計測機器の経費等は、直接人件費により算出した金額を計上する。 

 

（１０箇所当り） 

項目 地質調査技師 主任地質調査員 地質調査員 

簡易ボーリング調査（φ32mm）    2.5 2.5 2.5 

（注）１．調査に必要な機器の経費等は、直接人件費により算出した金額を計上する。 

 

（１０箇所当り） 

項目 地質調査技師 主任地質調査員 地質調査員 

内視鏡観察    1.1 1.1 1.1 

（注）１．調査に必要な機器の経費等は、直接人件費により算出した金額を計上する。 

 

 

２）トンネル点検車及び投光車の経費等 

 

運転日数 （１０トンネル当り） 
 

項目 単位 投光車 ﾄﾝﾈﾙ点検車 

 
 
 
点検 ひび割れ

密度 

（ｍ／㎡) 

0≦C≦0.1 日 20 20 

0.1＜C≦0.2 日  30 30 

0.2＜C≦0.3 日  40 40 

0.3＜C≦0.4 日  50 50 

0.4＜C 日  60 60 
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日あたり稼動時間 （１日当り） 
 

項目 単位 投光車 ﾄﾝﾈﾙ点検車 

 
 
 

点検 ひび割れ

密度 

（ｍ／㎡) 

0≦C≦0.1 時間 4.5 4.5 

0.1＜C≦0.2 時間 3.5 3.5 

0.2＜C≦0.3 時間 3.1 3.1 

0.3＜C≦0.4 時間 2.8 2.8 

0.4＜C 時間 2.7 2.7 

（注）１．投光車規格： 1000(W)×４～６（灯）  ２ｔ車 点検車規格：〔トラック架装型・ブーム型〕直伸・屈

伸式  最大地上高９．９ｍ相当 その他の機械を使用する場合は別途、費用を計上するものとする。 

２．ひび割れ密度は、第５章 直接原価  １．直接人件費 （２）定期点検に記載している計算方法を

用いるものとする。 

 

投光車の運転単価表 

「道路トンネル定期点検業務積算資料（暫定版）(平成２６年８月 国土交通省道路局)」の

「Ⅴ.直接原価 ２．直接経費 ２）トンネル点検車及び投光車の経費等の投光車の運転単価

表」に準じる。 

 

トンネル点検車の運転単価表 

「道路トンネル定期点検業務積算資料（暫定版）(平成２６年８月 国土交通省道路局)」の

「Ⅴ.直接原価 ２．直接経費 ２）トンネル点検車及び投光車の経費等のトンネル点検車の

運転単価表」に準じる。 


